
農業管理会計と線型計画法  

稲  本  

1 は じ め に  

農業経営研究の領域において，線型計画法をはじめとする数理計画法は，近年，顕著な発展を  

遂げた領域の一つであり，また，線型計画法は現実の農業経営の経営計画策定に多くの適用が  

試みられてきた。このように線型計画法に関して極めて多くの理論的・実践的関心が寄せられ  

てきたが，その背景には現実の農業経営における経営管理の重要性と，それに関する経営管理  

論的研究の重要性に関する認識の高まりがあったことはいうまでもない。しかし，いま一歩進  

んで農業経営研究における線型計画法に関する研究についてみると，その多くは数理モデル自  

体としての発展に重点がおかれ，たとえば，線型計画法と意思決定の実体的過程との関連，線  

型計画法と会計との関連一線型計画法は会計情報をインプットとして要求すると同時に，一  

定の方向づけがなされた会計情報をアウトプットする－など線型計画法と農業経営の経営管  

理自体との関係に関する研究は極く一部に限定されてきたといえる0   

他方，近年の管理会計論は，企業の経営管理の領域が拡大・深化したことや，隣接諸科学の  

影響を強くうけて多様な発展の過程をたどってきているが，それと関連して管理会計における  

研究アプローチが問題にされてきた。これに関してアメリカ会計学会は，1969年に『経常意思  

決定モデル委員会報告』（Reportof CommitteeonManagerialDecisionModel，以下AAA報  

告と略称する）を公表し，そのなかで，次のような新しい会計学のアプローチを主張している。  

（1）意思決定モデルの本質と方法の検討  

（2）モデルに必要な情報ないしデータのタイプの解明  

（3）現有会計制度がそのような情報要求にどこまで応え得るかの確認  

（4）モデルに必要な情報の収集・処理のために，会計職能をどこまで拡張し得るかの検討   

AAA報告がこのようなアプローチを主張する背景には，次の2つのことがあったと考えて  

よい。一つは，経営情報システム論の発展の影響がある。それは企業会計を経営情報システム  

として把握する傾向を強め，会計の本質を「報告の利用者が判断や意思決定を行うに当って，  

事情に精通したうえでそれができるように，経済的情報を識別し，測定し，伝達する過程であ  

る」として把握することに結びついた。二つは，数量的意思決定論の影響がある。例えば，線  

型計画法は伝統的会計技法である差額原価分析や原価差異分析と結びつき，近年，線型計画法  

を含む内部会計システムの確立をもたらし，短期利益計画・企業予算・業績評価など主として  
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菓繚評価会計の債域に適用されてきている。   

以上のことから理解されるように，AAA報告が主張するアプローチには，経営管理におけ  

る意恩決定の重要性が強まるなかで，意思決定機能と会計情報槻能とを一体的関係として把え  

るという基本的認識と，経営管理の行動を計数的に明らかにすることを管理会計の本質とする  

考えがある1）。   

本稿の課題は，農業経営の経営計画法としてこれまでに多くの理論的・実践的関心が寄せら  

れてきた線型計画法に注目し，近年の管理会計論におけるいくつかの成果に理論的基礎を求め  

ながら，農業経営の経営管理における線型計画法と会計の関連について検討することである。  

勿論，高度に発達した分権的管理を特徴とする企業と，家族経営という企葉形態を特徴とする  

農業経営とでは．経営管理における意思決定の構造や性格は異なり，また，会計システムの目  

的や概能のあり方も大きく異なる。しかし，後に詳しく述べるように，近年，農業経営が変貌  

・変質して多様化してきているなかで，一部に成立してきている企業的経営などにおいて，経  

営管理における意思決定の重要性と会計情報機能の重要性は増大してきているとみなければな  

らない0 したがって，農業経営においても以上のような認識が必要となる局面が成熟しつつあ  

り，また，以上のようなアプローチが農業管理会計論，更には，経営管理論的経営研究の展開  

に有効であると考える。   

以下第1に，農業経営の意思決定モデルとしての線型計画法の性格と意義について，欝2に，  

菓績評価会計における線型計画法の適用の意義について検討する。最後に，以上の検討のまと  

めとして，業績評価会計に関連する領域に限定することになるが，農業管理会計論の領域と方  

法について若干の検討を試みる0なお，本稿では農業経営については家族農業経営に限定し，  

線型計画法については経済的な意味でいう通常の線型計画法に限定する。   

注l）近年の管理会計論の展開過程を概観したものとして，文献〔13〕を参照。  

2 意思決定モデルとしての線型計画法  

先に，農業経営における経営管理の重要性の高まりを背景に，経営管理論的研究が多く展開  

されつつあることを指摘したが，それほ農業経営者の経営管理機能＝農業経営の経営管理過程  

を，「計画一実施一評価」（plan－do－See）という機能＝過程として理解する経営管理過程論  

の立場に立ち，経営計画論とともに農業経営の分析・診断論として展開されて重た。これに対  

して，近年，経営計画を意思決定過程として理解する立場にたって意思決定論として展開する  

研究がみられる○何れの場合でも，線型計画法が経営計画モデル・意思決定モデルとして重要  

な役割を果たしているのである。   

本節では，意思決定モデルとしての線型計画法の性格や意義について検討するのであるが，  

それに先だって，2つのタイプの意思決定モデル，即ち，経済学的・規範的意思決定モデルと  
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行動科学的・適応的意思決定モデルについてふれておく必要がある。それは線型計画法を何れ  

めタイプの意思決定モデルと関連させて論じるかに′よって，その性格や意義に関する評価が異  

なると考えるからである2）。  

図一1は2つのタイプの意思決定モデルを模式図的に示したものであるが，両者の特徴・・相  

違に関して次の点に注目しておかねばならない。  

経済学的・規範的意思決意過程  

行動科学的・適応的意思決定過程  

図－1 2つのタイプの意思決定モデル  

欝1に，経済学的・規範的意思決定モデルにおいては極大化原理がとられるのに対し，行動  

科学的・適応的意思決定においては満足基準原理がとられる。この背景には，前者が単一目的  

論を前提にしていたのに対し，後者が複数目的論を前提にしているという相違がある0   

欝2に，経済学的・規範的意思決定モデルにおいては，意思決定のそれぞれの過程が1匝Ⅰか  

ぎりの直線的な決定過程として結合されているのに対し，行動科学的・適応的意思決定モデル  

においては逐次的過程（フィードバックシステム）を前提に，意思決定のそれぞれの過程が適  

応的・反復的に結合されることになる。   

欝3に，経済学的・規範的意思決定モヂノ咋おいて寧ま，不確実性的環境を確率分布によって  

想定して代替案のなかから‾その期待値の最大のものを選択するか，不確実性のもとでミニマッ  

クス原理のような選択ルールを設定するかなどの方法によって，不確実性の問題を解決しよう  

とする。これに対して，行動科車的・適応的意思決定モデルにおいては，基本的には長期予測  

を行なわず，問題を生じるときにそのつど問題解決の意思決定を行なう方法，即ち，フィード  

バッタに基づく短期的な適応の方法によって解決しようとする。   

先ず，線型計画法の数学的構造を標準型によって示しておくと以下の通りである0  

最大化：ヱ（ガ）＝叩1＋ぐ2ガ2＋……＋β≠∬環  …‥・‥・ （l）  

制 約：   α11∬1＋d12ガ2＋…… ＋αlれ∬れ≦あl  

αがl＋α22ガ2＋……＋α加∬穐≦∂2   ……… （2） 

α鵬lガl＋αれ2ガ2＋…＋α伽∬恥≦毎  

ズl，∬ぁ……，ガね≧0 ……… （5）   

これを要約すれば，下記のとおりである。  
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最大化：ヱ（ガ）宗‘∬  ……… （4）  

血≦ふ  ‥……・ （5）  

≧0   ……… （6）   

但し，αり（f＝1，2，……望；ノ＝l，2，……乃）はプ ロヤス技術係数，畠盛（言＝1，2，……m）は制   

約要素畳，rJ（ノ＝1，2，‥‥‥乃）はプ ロセス純収益係数，∬J（グ＝1，2，……乃）はプロセ 

働水準，Zはプロセス純収益総額   

また，線型計画法では生産プロセスに関して，1）可分性，2）加法性，3）生産物・生産要素  

の種類の有限性，4）選択可能なプロセス数の有限性，5）1価の予測値の5つの仮定，プロセ  

ス純収益係数に関して，1）可分性，2）加法性，3）1種類の数値によって表現可能，4）1価  

の予測の4つの仮定が満たされねばならない。   

線型計画法は以上のように，いくつかの1次式で示される制約条件と非負条件のもとで，同  

じく1次式で示される目的関数の最大値＝プロセス純収益総額を求める方法であるが，更に，  

与件変化線型計画法にも注目しなければならない3）。   

与件変化に伴なう最適経営計画の修正は次の場合に必要となる。  

1）1価の確定値として取り扱った与件に関する予測値が変化したり，誤っていた場合   

2）与件に関する予測値が1価の確定値としてではなく，ある巾をもって与えられているた  

めに，それぞれの予測値に適合する最適経営計画を作成する必要がある場合   

3）線型計画法では直接取り扱い得ないような条件を考慮する場合一例えば，経営目標に  

関する修正－   

4）標準農家の経営計画から特定農家の経営計画を作成する場合   

ところで，以上で示される線型計画法は，一般には経済学的・規範的意思決定モデルとして  

理解されてきた。即ち，線型計画法はただ1種類の目的関数の最大値を求めるという点では単  

一目標論，極大化行動仮説にたっている。また，生産物，生産要素の種類の有限性，選択可能  

なプロセス数の有限性，1価の予測値の仮定は，完全知識状態を前提としていることと同値で  

あり，モデル自体の申に情報のフィードバックシステムを必要としていないことと同値であ  

る。線型計画法をこのように経済学的・規範的意思決定モデルとして理解する限り，線型計画  

法の最適値は農業経営の主体均衡状態を示すものであり，その前提のもとでの意思決定そのも  

のとしての理解が成立する。   

これに対して，線型計画法を行動科学的・適応的意思決定モデルと関連づけて理解すること  

も可能である。現実の農業経営者の意思決定過程一思考－はむしろこのモデルによってよ  

り近似されているとみる。行動科学的・適応的意思決定モデルは先に指摘したように，複数目  

標論にたち，満足水準行動仮説にたっている。そして，それほフィードバックシステムによっ  

て達成される。この点からいえば，線型計画法の最適値は複数目標の一つを構成する情報とし  

て，フィードバックシ、ステムによる伝達を繰り返しながら最終的な意思決定に至る。  
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線型計画法がOut putする情報一最適解は，このようにどのタイプの意恩決定モデルと  

関連づけるかによって，その持つ意義は異なってくるのであり，このことは会計システムと線  

型計画法との関連に関する理解，即ち，次節で検討する線型計画法を含む内部会計システムが  

outputする情報 【 最適解に関する理解に係っているのである。   

注2）拙稿〔9〕参照。   

3）文献〔8〕参照。  

3；勢績評価会計と線型計画法  

前節では意思決定モデルとしての線型計画法に注目し，その性格や意義について検討した0  

次に，本節では観点を変えて，線型計画法と会計との関嵐特に，線型計画法を含む内部会計  

システムに注目する▲）。   

既に指摘したように，線型計画法と会計との関係に注目する場合，次の二つの観点がある0  

一つは．インプットされる会計情報と線型計画法との関連を問題にする観点であり，二つは，  

線型計画法がアウトプットする情報と会計との関連を問題にする観点である0この二つの観点  

は，先に示したAAA報告における研究アプローチとして示された4つの問題と各々関連して  

いることはいうまでもない。本節ではこの二つの観点，なかでも後者に注目するが，後者の観  

点は線型計画法を含む内部会計システムにかかわる問題である0   

ところで，線型計画法と会計との関係を線型計画法を含む内部会計システムとして把えると  

ころに近年の管理会計論，特に，業績評価会計論の一つの特徴がある。先ず，この点にふれる0  

先に，線型計画法の数学的構造を示したが，線型計画法を含む内部会計システムは以下のよう  

に理解される8）。即ち，先の線型計画法における∬の最適値を∬＊とすれば，線型計画法を含  

む内部会計システムは  

J＊＝‘J増－ダ  ……… （7）  

で表わされる。但し，ダは固定費である。また，ダは一定であるから上式のJ＊の最大化は，  

次式の〟  

〟＝り頑  ……… （8）  

の最大化と同じことになる。われわれは（1）式において線型計画法の最適解ヱをプロセス純  

収益総額として把握してきたが，線型計画法を含む内部会計システムでは，，〟ほ会計学固有の  

概念である差額原価＝限界利益＝貢献利益として把握されるのである。近年の管理会計におい  

て，以上の線型計画法を含む内部会計システムは業績評価会計の領域に多く通用されているが，  

それを会計技法との関連からいうと，線型計画法は伝統的会計技法，特に，損益分岐点分析・  

差額原価分析や原価差異分析と結びついて上記会計領域に適用されてきている0 ここでは，そ  

のなかで比較的成功を収めたと評価されている線型計画法の企業予算（制度）への適用に注目  
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する。   

企菜予算についてはこれまで多くの議論が展開されてきているが，それは「経営過程のすペ  

ての面にわたる菓務執行計画を，貨幣価値的に，総合的に表わし，この意味において業務執行  

に関する総合的計画を表示する計算の体系」であり，「このような経営計算制度として，経常  

的・反復的に設定され，運営される」とする理解が一般的である。即ち，企業予算は総合的管  

理の用具たる槻能を果たすという理解が一般的であり，その観点から次の4つの経営管理槻能  

が指摘される○）。  

（1ト経営の期間利益目標の明示  

（2）経営所属全員に対する動塊づけ  

（3）経営の部分活動の全体への調整  

（4）総合的利益統制   

企業予算の上記4つの経営管理機能のうち，（1ト（3）は経営者の計画職能と関連する予算編成  

の過程であり，㈲ほ経営者の統制職能と関連する予算統制の過程である。   

このような企業予算に対する線型計画法の適用には，以上の整理からも理解されるように，  

一つには予算編成への通用があり，もう一つには予算統制への適用がある。これらは相互に密  

接な関連杏有するが，伝統的会計技法との関連という観点からみると，前者は損益分岐点分  

析・差額原価分析と，後者は原価差異分析と結びつくという点で，その基本的フレームワーク  

を異にしている。   

先ず，線型計画法の予算編成への適用についてみると，次のような特徴と意義を指摘するこ  

とができる。即ち，線型計画法による予算編成ほ，前節で指摘したような通常の線型計画法のフ  

レームワークに基づいてなされるのであるが，注目すべき特徴は次の2点に要約されている。  

（1）企業全体の目標を各部門の活動に即したオペレーショナルなサブ・ゴールによって表わ  

し，このようなサブ・ゴールの操作によって目標を最大限に達成させようとする。  

（2）そのサブ・ゴールは会計的取引き額として表現され，会計資料を用いて会計的フレーム  

ワークのなかで，経営政策や制約条件を表現し，かつ．その条件下で企業目標の達成をもたら  

す最適計画を求める。   

このような特徴をもつフレームワークのもとで企業の最適予算が決定されるが，線型計画法  

はいうまでもなく，双対価格を用いた制約条件の分析や制約条件の変化に伴なう最適計画の変  

化に関する感度分析を可能にする。これらは何れも，線型計画法自体の数学的構造に由来する  

ものであるが，線型計画法による予算編成は，通常の予算編成に対比して次のような意義を指  

摘できる7）。  

（1）流動性，収益性などに関する要求など必要な諸項目を具体的に制約式に導入することに  

よって，自動的にこれらの条件を満たす予算の編成を可能にする。  

（2ト環境その他め変化に反応した予算の体系的な修正，ならびに，それに基づく業績評価を  
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可能にする。  

（3）企業全体あ立場から事業部または部門の正しい巣領評価を促進する。  

（4）行列簿記との結合によっ七，自動的に予定損益計算書と予定貸借対照表の作成を可能に  

する。   

このように，予算編成への線型計画法の適用は多くの意義痘有するが，そのなかで（2），（3）は  

次に述べる予算統制への適用にも関連するものであり，特に，ほ）はe冤pO＄t会計，（3）は責任会  

計と関連する。   

次に，線型計画法の予算統制への通用に注目するが，それは，一つほ責任会計と関連して，  

二つはex post会計と関連して展開される。ここでは後者に注目する。   

そこで先ず，eX pOSt会計の基本的フレームワークを示すと以下の通りである8）。  

事前最適計画一実際の観測＝（事前最適計画一事後最適計画）＋（事後最適計画一  

美際の観測）＝予測差異＋機会原価差異  ……… （9）   

上式で示されるexpo＄t会計は，事前最適計画の実施過程における追加情報を利用すること  

によって事後最適計画を求め，これを業績測定のための基準として導入する。こ 

て，伝統的な原価差異分析における原価差異に相当する事前最適計画と実際の観測（実績）と  

の差が，二つの部分に分割されて把握される。一つは，事前最適計画と事後最適計画の利益の  

差異，即ち，予測差異であり，これは意思決定者の予測能力を示すものである。もう⊥っは，一  

事後最適計画と実際の観測（実績）の利益の差異，即ち，機会原価差異であり，これはキャパ  

シティをはじめ，諸制約条件を完全に利用し得なかったことによって失われた利益を示すもの  

である。  

また，これら2つの差異を近年の分権的管理を前提とする責任会計における部門業績評価の  

観点からいえば，前者の予測差異は計画部門の責任に，後者の機会原価差異は生産部門やその  

他の実行部門の責任に属するものであると理解される。   

このような差異情報は，予算統制の過程における動機づけとしての機能と同時に，また，フ  

ィードバック機構を通して予算編成，即ち，意思決定のための有効な情報としての機能を有す  

るものである9）。  

4）数量的意思決定モデル，特に，線型計画法の管理会計の領域への適用を試みたものとして文献  

〔6〕，〔7〕，〔15〕などがあり，また，これらを概説したわが国の文献として〔1一弘〔17〕が参考  

になる。本筋ではこれらの文献，なかでも文献〔17〕に多くを負っている。  

5）文献〔17〕参照。  

6）文献〔16〕参照。なお，（2）における動機づ別ま，原文では意欲づけとなっている。  

7）文献〔17〕参照。  

8）文献〔17〕参照。  

9）文献〔1ヰ〕，〔17〕参照。  
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以上でみたように，線型計画法を含む内部会計システムほ，線型計画法の数理モデル上の多  

くの長所と会計固有の概念一会計理論とが結び？いて，それによって，例えば，以上でみた  

ような葵績評価会計の領域，なかでも，予算編成や予算統制の領域において有効であり，多く  

の意義を有している。勿論，このような線型計画法の業績評価会計の領域への適用は，いくつ  

かの厳しい前提条件のもとで可能であり，これらに関して消極的評価や批判がないわけではな  

い。しかし，線型計画法をはじめとする数量的意思決定モデルの会計への適用が進んでいるの  

は事実であり，また，これによって定義のゆき七どいた精敵な論理をもつ数量的意思決定モデ  

ルが，伝統的会計理論に対して精緻な理論づけと分析を促進し，管理会計固有の理論の深化と  

拡大をもたらしたことは明らかである。このような観点にたって以下では線型計画法の農業管  

理会計への適用について検討する。   

ところで，既に指摘したように，′従来，農業経営における線型計画法は経営計画モデル，意  

思決定モデルとして多くの関心を集めたが，線型計画法と会計との関連を明示的に検討した初  

究は皆無に等しかった。そのなかで頼・今村は文献〔17〕において，必ずしも明示的でほない  

が，本稿でいう線型計画法と会計との関連とい◆ぅ観点から線型計画法を論じている。そのなか  

で特に注目したい点は，欝1に，線型計画法利用の目的について，経営管理法としての線型計  

画法が，過去の経営期間における経営業績を把捜し，それを診断する過程において有効に利用  

されることに注目し，経営実績の優劣を判断するための判断基準について論じた点である。こ  

の議論において事前的業績測定基準のみでなく，事後的業績測定基準についてもふれており，  

結局ほ原価差異分析を論じているとみてよい。   

第2に，線型計画モデルにおける経営費の概念と分類に注目。し，y先ず，経営年度内の利用可  

能畳という点から生産要素を変動的生産要素と一定的生産要素に分類した。また，変動的生産  

要素は費用のつかみ方から更に3つに分類し，これらの分類を基敵こ経営費の分類を行ってい  

る。この経営費の概念規定と分類は．生産要素の自給購入ね別，経営年度間・経営部門間の費  

用配分の問題を簿記計算の理論を基礎に行なわれたものである。   

このように，‘頼・今村の研究は線型計画法七会計との関連，なかでも線型計画法を含む内部  

会計システムへの一つの接近として評価しなければならないが，今後更に，以上の点をより明  

示的に論じていく研究の展開が期待されていい。こ＼の場合，その理論的基礎を先に概観した管  

理会計論，特に．業績評価会計論における近年の成果に求めることになるが，ここで問題にな  

るのは，企業における管理会計と農業経営における管理会計の相違をどのように理解するかと  

いうことである。これはいうまでもなく，農業管理会計論の領域と方法に関連する問題である。   

この農業管理会計論の領域と方法に関しては，既に阿部〔1〕，見原〔10〕等の研究がある。  

－29－   



農業計算学研究 帝17号  

阿部は農業管理会計を農業経営についていう場合，企業のそれと区別するものとして農業生産  

一農業の技術的特質と，家族経営丁農業経営の主体的特質を指摘する。もちろん，これら  

農業生産の技術的特質と農業経営の主体的特質は密接に関連するが，ここでは農業経営の主体  

的特質に注目しつつ，以上の問題について検討する。   

ところで，わが国の農業経営研究においては，農業経営を家族労作経営として理解してき  

た○即ち，わが国の農業経営を家族関係を基礎にした家族労働力・所有財産利用経営体として  

理解してきた。農業経営における経営管理（概念）はこのような理解と密接に関連している。  

この点に留意しながら管理会計の基礎である経営管理を農業経営と企業についてみる場合，こ  

こでは次の2点が重要である。   

第1は，経常管理組織に関連する。既に指摘したように，現在，意思決定と動機づけを経営  

管理の主要内容とする理解が有力である。いま，意思決定についてみると，企業においても農  

業経営においても意思決定の重要性が指摘され，多くの理論的関心を集めているが，両者の間  

には重要な相違があるとみなければならない。即ち，企業における意思決定は多数の意思決定  

主休をもつ組織における意思決定，換言すれば，分権的管理組織における意思決定であるのに  

対し，農業経営の意思決定は単一意思決定主体の意思決定であるということである。他方，動  

織づけについてみると，企農における動穐づけに関しては多くの理論的関心が寄せられてきて  

いるが，他方，農業経営における動槻づけに関してはばとんど理論的関心は寄せられてきてい  

ない。更に，観点を変えて統制という卓からみても全く同様なことがいえる0以上でみるよう  

な意思決定と動機づ削こ関する両者の間の相違は，基本的には両者の問の経営管理組織の相違  

によるものである。   

欝2は，経営管理の職能領域に関連する。職能領域の分類については議論の分かれるところ  

であるが，企業では生産・販売・購買・労務・財務などあらゆる職能領域が重視され，理論的  

関心が寄せられてきた。これに対し農業経営においては生産の領域は重視されながら，その他  

の領域に関しては近年になってようやくその重要性が認識されはじめ，理論的関心も強くなり  

つつある段階である。しかし，企業との問には大きな相違がある。そのなかで，農業経営の管  

理会計を論じるにあたってここで指摘しておきたい点は，財務の領域に関する相違である。こ  

の相違は先に指摘したように，企業が資本利用経営体，農業経営が家族労働力・所有財産利用  

経営体であるということと密接に関連しているが，農業経営においても財務の領域が重要にな  

ってきている11）。   

以上にみるように，管理会計の基礎である経営管理は企業と鼻糞経営との問で確かに相違す  

る。しかし，意思決定についてみれば，農菓経営においても意思決定機能そのものは極めて重  

要な機能として存在している。また，動機づけ，更には統制についてみても，他に作用するも  

のとして穐能の重要性は少いが，意思決定へのフィードバックによる情報提供や，経営者の経  

営管理の認識を高める働きは重視しなければならない。  
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本稿では，農業管理会計論の方法と領域に関する問題意識を背景にもちながら，内部会計シ  

ステムとしての線型計画法の農業管理会計への適用の問題に限定して検討してきた0以上まで  

の検討結果から明らかなように，企業と農業経営の経営管理に相違があり，この点は重視しな  

ければならないが，先にみたような業績評価会計の領域，特に，予算編成や予算統制の領域へ  

め線型計画法の適用などにみられる成果は，農業経営についても多くの有効性と意義を有する  

ものと考える。   

更に，近年わが国の農業経営が変貌・変質して多様化してきているなかで，一部に企業的経  

営が成立してきている。これらの企業的経営は土地利用型，施設利用型何れの経営の場合でも  

規模拡大が進み，資本投下規模も大規模化してきており，資本利用経営体的性格を強めてい  

る。また，近年の家族関係の変化一主婦や農業後継者の主体性の確立にしたがって，これら  

企業的経営においても単山意思決定主体による意思決定が組織的意思決定の性格を帯び，ま  

た，家族関係を重視した動織づけ機能の重要性も生じつつある。これらのことは，何れも以上  

で指摘したことの現実的背景として注目しなければならないであろう。   

本稿は，線型計画法の農業管理会計への適用という問題に限定しつつも，いくつか重要な論  

点を含んでいる。各々について詳しい検討が必要であるが，今後の課題としていてゆきたい0   

注10）本稿の校正中に次の文献を入手した。Toshiro Matsuda，郎A Direct Farm C：ost Accounting  

SystemDesignedfbrUseinPlannlng叩ReprintedffomMemorisofTheTokyoUniversity  
OrAgriculture Vol．XIII，Marcb，1969．  

松田は，この文献において線型計画法と会計との関連を，特に，直接原価計算の観点から線型計  

画法のインプットとしての会計情報の卒り方と作成について論じている0これについては別の機会  

に論じたい。   

11）このような観点を強調するものとして文献〔11〕がある。  
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